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平成 28 年 12 月 20 日 

条例第28号 

私たちのまち浦添は、沖縄本島の南側、西海岸沿いにあって、交通の利便性や開発における高い

潜在力を有する地域である。 

浦添の歴史は古く、琉球王統発祥の地として知られ、政治、経済、文化の中心地として栄えてき

た。 

戦前は、農村として栄え、戦後においては、米軍基地関係者の需要による商店街の振興及び国道

58号の整備に伴う急激な人口の増加により都市化が進んだ。また、沖縄県を代表する企業が集中し

て創業し、沖縄県卸商業団地の立地等で商工業中心の経済地域として発展してきた。 

現在においては、県内流通企業が核となり、中小企業及び小規模企業が独自の企業活動を行うこ

とで、雇用の拡大につながるとともに、地域経済の活性化及び市民生活の向上や行事等への参加を

通して地域の活性化に貢献している。 

中小企業及び小規模企業が地域に根差して、創業の促進及び事業の継続を行うことが、地域住民

の雇用の創出及び各自治会、通り会などと連携した地域力の向上に、ひいては地元の振興につながり、

市民一人一人が安心して健やかに夢を持って暮らせる社会を実現し、本市が今後も発展していくため

のまちづくりの原動力となるものである。 

これらを踏まえ、中小企業及び小規模企業の振興と地域経済のさらなる発展につながる共通理解

の下、浦添市の基本的な理念と方向性を示すため、この条例を制定する。 

（目的） 

第１条 この条例は、中小企業及び小規模企業が産業及び経済の発展に果たす役割の重要性に鑑

み、本市の中小企業及び小規模企業の振興に関して基本となる事項を定め、市、企業及び市民

等各関係者がそれぞれの役割及び責務を明確にするとともに、一層の相互理解を深めることによっ

て、地域産業の安定化及び活性化を推進し、もって市民生活の向上及び地域社会の発展に寄与

することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによるものとす

る。 

(1) 中小企業者 中小企業基本法（昭和38年法律第154号）第２条第１項各号に規定する事業

者で、市内に事務所又は事業所を有するものをいう。 

(2) 小規模企業者 中小企業基本法第２条第５項の事業者及び小規模企業振興基本法（平成

26年法律第94号）第２条第２項の小企業者で、市内に事務所又は事業所を有するものをいう。 

(3) 中小企業関係団体 中小企業団体の組織に関する法律（昭和32年法律第185号）第３条第
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１項各号の中小企業団体及び中小企業団体中央会並びに商工会議所、中小企業家同友会、

商店街振興組合及びこれらに準ずる団体で市長が特に認めるものをいう。 

(4) 大企業者 中小企業者及び小規模企業者以外の事業者で、市内に事務所又は事業所を有

するものをいう。 

(5) 商店街 小売業、飲食業及びサービス業を営む店舗が集中して営業している地域をいう。 

(6) 商店会 商店街にあって、主として小売業、飲食業又はサービス業を営む事業者で構成され、

これらの事業者の事業の健全な発展及び商店街の振興に寄与することを目的として組織された

団体をいう。 

(7) 金融機関等 銀行、信用金庫その他の金融業を営む事業者及び信用保証協会をいう。 

(8) 学校 学校教育法（昭和22年法律第26号）第１条の学校及び同法第124条の専修学校をい

う。 

(9) 市民 市内に在住し、在勤し、又は在学する者をいう。 

（基本方針） 

第３条 中小企業及び小規模企業の振興は、産業の発展及び活力のあるまちづくりを目標とし、中小

企業者及び小規模企業者の自らの創意工夫及び自主的な努力を尊重しつつ、国、県その他の関

係機関との連携を図り、及び協力を得ながら、市の地域特性に適した施策を、市、中小企業者、小

規模企業者、中小企業関係団体、大企業者、商店街、商店会、金融機関等、学校及び市民が一

体となって推進することを基本とする。 

（基本的施策） 

第４条 基本方針に基づく基本的施策は、次のとおりとする。 

(1) 中小企業者及び小規模企業者の創業の促進を図ること。 

(2) 中小企業者及び小規模企業者の経営基盤の強化を図ること。 

(3) 中小企業者及び小規模企業者の資金調達の円滑化を図ること。 

(4) 中小企業者及び小規模企業者の人材の確保及び育成を図ること。 

(5) 中小企業者及び小規模企業者が行う雇用の促進及び就労関係の改善等への支援を図るこ

と。 

(6) 中小企業者及び小規模企業者の販路拡大を図ること。 

(7) 中小企業者及び小規模企業者に関する情報発信を図ること。 

(8) 中小企業者及び小規模企業者が、社会経済情勢の著しい変化に適応できるように円滑化を

図ること。 

(9) 地域資源の利活用による産業及び観光の発展及び創出により、市内消費の拡大を図ること。 

(10) 商店街の振興を図ること。 
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(11) ものづくりの振興を図ること。 

(12) 中小企業者及び小規模企業者と農業、漁業その他の産業との連携促進を図ること。 

（市の責務） 

第５条 市は、基本的施策を実施するに当たっては、市民の理解及び協力を得ながら、国、県その他

の関係機関との連携及び協力を図ることで、社会経済情勢の変化に対応した中小企業者及び小

規模企業者の振興に関する施策を策定し、及び実施する責務を有する。 

２ 市は、工事の発注、物品及び役務の調達等に当たっては、予算の適正な執行に留意しつつ、中小

企業者及び小規模企業者の受注機会の増大に努めなければならない。 

（中小企業者及び小規模企業者の役割） 

第６条 中小企業者及び小規模企業者は、社会経済情勢の変化に対応し、経営革新、経営基盤の

強化、従業員の福利の向上、企業人材の育成及び雇用の確保に積極的に取り組むように努めなけ

ればならない。 

２ 中小企業者及び小規模企業者は、地域経済の振興を図るため、市内において生産され、製造さ

れ、又は加工される産品（以下「市産品」という。）の利活用及び中小企業関係団体への加入に努

めるものとする。 

（中小企業関係団体の役割） 

第７条 中小企業関係団体は、基本方針に基づき、中小企業者及び小規模企業者が行う経営の向

上及び改善策に対して、積極的に支援するとともに、市が行う中小企業及び小規模企業の振興に

関する施策の実施について、協力するように努めるものとする。 

（大企業者の役割） 

第８条 大企業者は、基本方針に基づき、中小企業者及び小規模企業者と共に地域社会を構成する

一員として社会的責任を自覚するとともに、中小企業者及び小規模企業者が地域経済を支える重

要な存在であることを認識することにより、中小企業者及び小規模企業者との連携に努めるものと

する。 

２ 大企業者は、地域経済の振興を図るため、市産品の利活用及び中小企業関係団体への加入に

努めるものとする。 

（商店街で事業を営む者の役割） 

第９条 商店街で事業を営む者は、商店街の振興を図るため、商店会への加入に努めるものとする。 

２ 商店街で事業を営む者は、商店会が商店街の振興に関する事業を実施するときは、応分の負担

により、当該事業に協力するように努めるものとする。 

（金融機関等の役割） 

第10条 金融機関等は、基本方針に基づき、中小企業者及び小規模企業者が経営の革新及び経
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営基盤の強化に取り組むことができるように、円滑な資金の供給、経営相談及び販路拡大の支援

等を行うことで、中小企業及び小規模企業の育成及び発展に協力するように努めるものとする。 

２ 金融機関等は、中小企業及び小規模企業が市の経済発展に果たす役割を理解するとともに、市

が実施する中小企業振興施策に協力するように努めるものとする。 

（学校の役割） 

第11条 学校は、学校教育活動を通して、児童生徒及び学生に対し、中小企業者及び小規模企業

者の事業活動が、市の発展に貢献していることへの理解を深めさせるとともに市の振興施策及び振

興事業の推進に協力するように努めるものとする。 

２ 学校は、学校教育活動の一環として、中小企業者及び小規模企業者と連携して、児童生徒及び

学生の職場体験等を実施し、このことを通して地域を担う人材の育成に努めるものとする。 

（市民の協力） 

第12条 市民は、中小企業者及び小規模企業者の振興が市民生活の向上において果たす役割の

重要性に鑑み、中小企業者及び小規模企業者の健全な発展に協力するように努めるものとする。 

２ 市民は、消費者として市産品及び市内で提供される商業サービスを利用するように努めるものとす

る。 

（中小企業・小規模企業振興会議） 

第13条 この条例に掲げる目的の達成に向けて必要な事項を調査審議させるため、市に浦添市中小

企業・小規模企業振興会議（以下「振興会議」という。）を置く。 

２ 振興会議は、次に掲げる事項に取り組むものとする。 

(1) 振興施策について審議すること並びに必要に応じて調査及び研究を行うこと。 

(2) 提言、要望等を集約した上で、効果的かつ実効性のある振興施策については、市長に提案す

るとともに、検証を行うこと。 

３ 振興会議は、市長に対し資料の提出、実施状況の報告その他の必要な協力を求めることができ

る。 

４ この条に定めるもののほか、振興会議の組織及び運営に関し必要な事項は、規則で定める。 

（中小企業及び小規模企業の振興に関する施策の公表） 

第14条 市長は、主たる中小企業及び小規模企業の振興に関する施策の実施状況について、毎年１

回は市ホームページ等で公表するものとする。 

（委任） 

第15条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

附 則 

この条例は、平成 29 年４月１日から施行する。
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昭和 57 年９月 24 日 
 

規則第９号 
 

改正 昭和 63 年３月 31 日規則第 14 号 
 

平成６年３月 22 日規則第 13 号 
 

平成９年３月 31 日規則第 12 号 
 

平成 28 年３月 31 日規則第 42 号 
 

平成 28 年９月 20 日規則第 63 号 
 

（題名改称） 
 

注 平成 28 年３月から改正経過を注記した。 
 

（趣旨） 
 

第１条 この規則は、浦添市附属機関設置に関する条例（昭和 47 年条例第４号）第３条の規定に

基づき、浦添市産業振興審議会（以下「審議会」という。）の組織、運営その他必要な事項を定

めるものとする。 
 

（平 28 規則 63・一部改正） 
 

（任務） 
 

第２条 審議会は、市長の諮問に応じ、浦添市の産業振興を図る上で必要があると認める事項を

審議し、答申するものとする。 
 

（平 28 規則 63・一部改正） 
 

（組織） 
 

第３条 審議会は、15 人以内の委員をもって組織する。 
 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱する。 
 

(1) 知識経験者 
 

(2) 公共的団体等の代表 
 

(3) 市内商工業者代表 
 

(4) 市内農林水産業者代表 
 

(5) 市内消費者代表 
 

(6) 市長が特に必要があると認める者

（平 28 規則 63・一部改正） 
 

（任期） 
 

第４条 委員の任期は、２年以内とする。ただし、再任することを妨げない。 

浦添市産業振興審議会規則 
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２ 補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

 
（平 28 規則 63・一部改正） 

 
 

（会長及び副会長） 
 

第５条 審議会に会長及び副会長を置き、委員の互選により定める。 
 

２ 会長は、会務を総理する。 
 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、その職務を代理す

る。 
 

（会議） 
 

第６条 審議会は、会長が招集する。 
 

２ 審議会は、委員の過半数が出席しなければ会議を開くことができない。 
 

３ 審議会の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、会長がこれを決 
 

する。 
 

４ 会長は、会議における審議の参考に供するため必要があると認めるときには、委員でない者を出

席させ、意見を述べさせることができる。 
 

（平 28 規則 63・一部改正） 
 

（庶務） 
 

第７条 審議会の庶務は、経済観光局産業振興課において処理する。 
 

（平 28 規則 42・一部改正） 
 

（雑則） 
 

第８条 この規則に定めるもののほか、審議会の運営に関し必要な事項は、会長が審議会に諮って

定める。 
 

（平 28 規則 63・一部改正） 
 

附 則 
 

１ この規則は、公布の日から施行する。 
 

２ 浦添市公設市場設置審議会規則（昭和 49 年規則第 29 号）は、廃止する。附 則

（昭和 63 年３月 31 日規則第 14 号） 
 

この規則は、昭和 63 年４月１日から施行する。 
 

附 則（平成６年３月 22 日規則第 13 号）この規則は、平成６年４月１日から施行する。附 則

（平成９年３月 31 日規則第 12 号） 
 

この規則は、平成９年４月１日から施行する。 
 

附 則（平成 28 年３月 31 日規則第 42 号）この規則は、平成 28 年４月１日から施行する。 
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附 則（平成 28 年９月 20 日規則第 63 号） 
 

（施行期日） 

 

 
 

１ この規則は、公布の日から施行する。 
 

（経過措置） 
 

２ この規則の施行の際、この規則による改正前の浦添市商工業振興審議会規則の規定により委

嘱された浦添市商工業振興審議会の委員は、この規則による改正後の浦添市産業振興審議会

規則の規定により浦添市産業振興審議会の委員として委嘱されたものとみなす。この場合におい

て、当該委員の任期は、改正前の浦添市商工業振興審議会規則の規定により委嘱された期間

の残任期間とする。 

 

附 則（平成 28 年３月 31 日規則第 42 号）  

この規則は、平成 28 年４月１日から施行する。  
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浦添市産業振興審議会委員名簿 

 

 氏 名 所 属 区 分 

１ 平敷 徹男 琉球大学 名誉教授 商学 

２ 渡名喜 守聖 浦添商工会議所 中小企業部長 

３ 宮良 公子 浦添市観光協会 副会長 

４ 山城 興光 浦添市商店会連絡協議会 会長 

５ 友寄 利律子 沖縄県中小企業家同友会浦西支部 副幹事長 

６ 照屋 功 沖縄県卸商業団地協同組合 専務理事 

７ 中西 聡明 浦添宜野湾漁業協同組合 代表理事組合長 

８ 玉城 敏明 沖縄県農業協同組合浦添支店 支店長 

９ 比嘉 勝昭 浦添市自治会長会 会長 

１０ 亀川 留美子 浦添市てだこ市民大学 卒業生 

１１ 保志門 るり江 ＮＰＯ法人 たいようのえくぼ 代表 

１２ 比嘉 さつき 浦添市 経済観光局長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

[9] 

 

 

  

  

（設置） 第１条 浦添市産業振興ビジョン策定にあたり、浦添市産業振興ビジョン検討委員会（以下

「検討委員会」という。）を設置する。 

（目的） 第２条 この検討委員会は、西海岸開発やモノレール駅周辺開発など、新たなまちの賑わい

の創出が期待される一方、「稼ぐ力」を有している産業が少ない現状や空き店舗の増加、中長期的に

は生産年齢人口の減少による地域活力低下等の厳しい状況が懸念される。今後、活気に満ちた魅力

ある商業環境の整備を図り、地域産業活性化及び新たな産業活性化支援策等の方向性を検討する

ことを目的とする。 

（所掌事務） 第３条 検討委員会の所掌事務は、浦添市産業振興ビジョン策定に向けた各種検討業

務とし、その結果を浦添市産業振興審議会（以下「審議会」という。）に報告するものとする。 

（組織） 第４条 検討委員会は、別表第１及び別表第２の委員（充て職）で組織し、次の通り部会を置

く。  （１）浦添市産業振興ビジョン策定検討部会（以下「検討部会」という。）   （２）浦添市産業振興

ビジョン策定作業部会（以下「作業部会」という。） 

（委員長） 第５条 検討委員会には委員長を置く。 ２ 委員長は経済観光局長をもって充てる。 ３ 

委員長は、会務を総理し、委員会を代表する。 ４ 委員長に事故があるとき又は委員長が欠けたとき

は、委員長があらかじめ指名した委員がその職務を代行する。  

（会議） 第６条 検討委員会は、必要に応じて委員長が招集し、委員長が議長となる。 ２ 委員長は、

必要に応じて委員以外の者を会議に出席させて、説明又は意見を求める事ができる。 ３ 委員長は、

検討委員会における会議の経過及び結果を審議会に報告しなければならない。 

（部会） 第７条 検討作業事項ごとに別表第１及び別表２の部会を開催する。  ２ 部会は、産業振興

ビジョン策定の具体的内容を検討する。 ３ 部会には、部会長を置き、検討部会の部会長に経済観

光局長を作業部会の部会長に産業振興課長をもって充てる。 ４ 部会長は、会務を総理し、部会を

代表する。 ５ 部会長に事故があるとき又は部会長が欠けたときは、部会長があらかじめ指名した委

員がその職務を代行する。 ６ 部会長は、必要に応じて部会員以外の者を会議に出席させて、説明

又は意見を求める事ができる。 ７ 部会における会議の経過及び結果については、事務局が検討委

員会に報告するものとする。 

（任期） 第８条 委員及び部会員の任期は、検討委員会及び部会の設置目的が達成されたと認めら

れるまでとする。 

（庶務） 第９条 検討委員会及び部会の庶務は、産業振興課に事務局を置き、その処理を行う。 

（その他） 第１０条 この要綱に定めるもののほか、検討委員会の運営に関し必要な事項は、委員長

が定める。  

  

附則 この要綱は、平成 29 年５月 15 日から施行する 

浦添市産業振興ビジョン検討委員会設置要綱 
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別表第１（要綱第４条関係） 

浦添市産業振興ビジョン策定検討部会 

 所属 職名 備考 

１ 経済観光局 局長 部会長 

２ 企画部 部長  

３ 都市建設部 部長  

４ 経済観光局 産業振興課 課長  

５ 経済観光局 観光振興課 課長  

６ 企画部 企画課長  

７ 都市建設部 都市計画課長  

８ 都市建設部 土地区画整理組合指導室長  

９ 西海岸開発局 西海岸開発課長  

１０ 指導部 学校教育課 指導監  

  事務局 経済観光局 産業振興課 産業振興係 

 

別表第２（要綱第４条関係） 

浦添市産業振興ビジョン策定作業部会 

 所属 職名 備考 

１ 経済観光局 産業振興課 産業振興課長 部会長

２ 経済観光局 産業振興課 産業振興係長  

３ 経済観光局 産業振興課 農林水産係長  

４ 経済観光局 産業振興課 雇用創生係長  

５ 経済観光局 観光振興課 観光振興係長  

６ 企画部 企画課 企画係長  

７ 都市建設部 都市計画課 都市計画係長  

８ 都市建設部 土地区画整理組合指導室 指導技査  

９ 西海岸開発局 西海岸開発課 企画開発係長  

１０ 指導部 学校教育課 指導係長  

事務局 経済観光局 産業振興課 産業振興係 
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別表第３ 

浦添市産業振興ビジョン策定等事業に係る検討委員会体制図 

 

 

 

 

 

 

 

                               

報告 

素案等 

調整 

修正等指示 素案等報告 

助言 提案 

助言 

意見聴取 

市  長 

浦添市産業振興 

審議会 
外部有識者 

事務局 

産業振興課  

産業振興係 

検討委員会 

 

浦添市産業振興 

ビジョン策定検討部会 

（部・課長級） 

 

 

浦添市産業振興 

ビジョン策定作業部会 

（係長級） 

 

報告 

コンサルタント 

報告 
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会議名 開催日 主な議事内容 

第 1 回 

審議会 
9 月 19 日 ◇浦添市の現状について 

第 1 回 

作業部会 
10 月 18 日 

◇市産業に関する現状把握等の確認 

◇産業振興の方向性についての検討 

◇産業振興ビジョン（試案） 

第 1 回 

検討部会 
10 月 23 日 

◇市産業に関する現状把握等の確認 

◇産業振興の方向性についての検討 

◇産業振興ビジョン（試案） 

第 2 回 

審議会 
11 月 2 日 

◇市産業に関する現状把握等の確認 

◇産業振興の方向性についての検討 

◇施策について（試案） 

第 1 回 

ワークシップ 
11 月 21 日 

◇意見交換 

◇それぞれの地域の課題 

第 2 回 

ワークショップ 
12 月 5 日 ◇屋富祖地域に集約した意見交換 

第 2 回 

作業部会 
12 月 15 日 

◇前回までの整理 

◇今後の方向性 

◇産業振興ビジョン（素案）の検討 

第 2 回 

検討部会 
12 月 19 日 

◇前回までの整理 

◇今後の方向性 

◇産業振興ビジョン（素案）の検討 

第 3 回 

審議会 
1 月 19 日 

◇産業振興方針について 

◇産業振興方策について 

第 4 回 

審議会 
2 月 26 日 

◇パブリックコメントについて 

◇浦添市産業振興ビジョン（案）の検討 

資料－1：浦添市産業振興ビジョン策定スケジュール 
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① 産業構成 

産業種別の構成は、沖縄県全体と比較した場合、概ねの傾向は類似しているが、「その他サービ

ス」が多い傾向にある。参考として、浦添市と産業の構成・事業者数が似ている他市町村を以下に示

す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

② 浦添市内地域別産業校正分布 

国道 58 号と国道 330 号の間の地域、特に屋富祖、サンパーク通りに事業者が多い傾向が

ある。 

 

 

事業者 事業者

資料－２：地図情報による現状分析 

【データ出展】：①～④、⑪～⑭ 『職業別電話帳グリーンページ』

       ⑨⑩ 『国土数値情報』 
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③ 1 次産業分布 

農業、水産業の事業者数は少なく、また市内に散在している。産業としての集積の傾向等はみられない

状況である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 2 次産業分布 

製造業等、2 次産業は市内に分散して立地している。国道 58 号と国道 330 号の間に比較的集中

して立地している他、一部、伊奈武瀬地区に集中がみられる。 
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⑤ 宿泊施設分布 

市内の宿泊施設は非常に少なく、国道 58 号沿線にいくつかの施設が立地している状況である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑥ スポーツ・レジャー分布 

市内のスポーツ・レジャー施設は、市域全体に立地している。特に国道 58 号と国道 330 号の間に、

立地している状況である。 
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⑦ 飲食施設分布 

市内の飲食施設は、国道 58 号と国道 330 号の間に、立地している状況にある。そのなかでも屋富

祖から北東地域に向けての集積が比較的高い状況である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑧ 販売・卸分布 

販売・卸業は、国道58号と国道330号の間に比較的集中して立地している他、一部、伊奈武瀬地

区、西洲地区に立地が見られる。 

 

 



 

[17] 

⑨ 観光資源マップ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑩ 都道府県指定文化財  
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⑪ 人口分布 

浦添市の昼間人口と夜間人口の分布を比較すると、一部の地域で、若干の差はあるものの、大き

な分布差が見られず、職住の一体性、近接性が伺える結果になっている。伊奈武瀬地区、西洲地区

については、昼間人口と夜間人口の比較から、明らかに業務地区であることを示している。 

 

⑪-1 昼間人口 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑪-2 夜間人口 

 



 

[19] 

⑫ 産業別人口分布 

 市内の 1 次～3 次産業の就労者数とその割合についての分布からは、国道 58 号と国道 330 号の間に

産業が集積し、また、3 次産業の比率が高いことがうかがえる。屋富祖の南西側には比較的 2 次産業

の比率が高い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑬ 産業構造別分布 

さらに詳しく見ると、国道 58 号と国道 330 号の間の産業集積については、屋富祖から北東は飲食

店の立地が、南西側には、販売・卸、その他サービスの割合が高い。 
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⑭ 医療事業者分布 

浦添市においては、人口当たりの医療事業者数が多い傾向にあり、市内の医療事業者は、

国道 58 号から国道 330 号の間に多くの診療所の立地がみてとれる。
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① 浦添市の産業別の事業所数 

経済センサス及び国勢調査から、浦添市の産業別の事業所数を人口 1,000 人当たりで算出し、県

内の市と比較すると、医療・福祉系事業者が多いことが示されている。 

 

資料－３：経済センサス及び国勢調査による現状分析 
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② 浦添市の産業別の従事者数 

経済センサス及び国勢調査から、浦添市の産業別の従事者数を人口 1,000 人当たりで算出し、県

内の市と比較すると、電気・ガス・熱供給・水道業、卸売・小売業への従事者が多いことが示される。

また、学術研究・専門技術サービスへの従事者が那覇市と並んで多いことも特徴である。
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■調査概要 

 

（1）調査の目的 

･ （産業振興を施策の中心としている）先進地域における産業施策等についての調査を行う。 

･ 実際の産業振興の現場を担う主体に対して、産業振興の状況をインタビューによって明らかにす

る。 

※産業振興の現場に直接対峙している組織に対してのインタビューが有効 

 

（2）調査の視点 

･ 産業振興の現状（分野・領域） 

･ 産業振興にとって有効な施策 

･ 産業振興の体制 

･ 産業振興にあたっての背景や条件（地域との連携） 

 

（３）調査スケジュール 

 第 1 回（首都圏） 

日 時：平成 29 年 11 月 7 日（火）～8 日（水） 

11 月 7 日（火）13：00～15：00 川崎市産業振興財団 （川崎市） 

11 月 8 日（水）9：00～11：00  さがみはら産業創造センター （相模原市） 

    同    13：00～15：00 まちのわ（町田市） 

 第 2 回（関西圏） 

日 時：平成 29 年 11 月 13 日（月）～14 日（火） 

11 月 13 日（月）13：00～14：30 さかい新産業創センター（S-Cube）（堺市） 

同     15：30～17：00 Mobio カフェ（東大阪市） 

11 月 14 日（火）10：00～11：30 ナレッジキャピタル（大阪市） 

同     14：00～15：30 神戸医療産業都市（神戸市） 

 

（４）調査対象地 

対象 所在 特徴 

1 川崎市産業振興財団 川崎市 

市内中小企業支援実績が豊富である。 

環境技術、ナノテク、ライフサイエンスなど先端分野の

取組実績が豊富である。 

企業訪問キャラバンを実施し、現場訪問による企業の

実態の把握から各種マッチング、経営・事業支援に繋

げている。 

産業振興財団が中心になって企業支援、起業・創業

資料－４：先進地事例報告 
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支援を行っている。 

また、海外企業との連携、環境技術、ライフサイエン

ス、ナノテクノロジーをテーマにした産業振興施策を行

っている。 

2 
さがみはら 

産業創造センター（SIC） 

相模原

市 

インキュベータとしての実績が豊富である。 

企業支援、起業支援実績が豊富である。 

第３セクター方式（株式会社）のビジネス・インキュベー

タとして、国内有数の産業支援実績を有する。 

昨今は周辺自治体からの産業振興事業の受託など、

活動を拡げている。 

3 まちのわ 町田市 

CB、SB、スモールビジネスを支援している。 

スタートアップカフェを運営している。 

上記 SIC の起業・創業メンバーが町田市において新た

に民間事業として起業した。 

地域密着型のビジネス支援と実施するとともに、地域

コミュニティの拠点として機能しつつある。上記 SIC とも

連携している。 

4 

さかい 

新産業創造センター

（S-Cube） 

堺市 

上記 2 の SIC とは兄弟的な組織で、関西の泉北地域

の中小企業の支援、起業・創業支援を実施している。

（財）堺市産業振興センター、商工会議所、S-Cube の

3 組織が隣接し、連携していることに特徴がある。 

5 ナレッジキャピタル 大阪市 

コミュニティスペース運営実績が豊富コミュニティ活性

化ノウハウを有するコミュニケーションコーディネータを

配置し、メンバー間のコミュニケーションを誘発すること

によって、イノベーション創造を目的としている。 

基本的に「オープン」な空間としているが、空間づくりに

特徴があり、場に応じた空間を提供している。 

6 

Mobio・カフェ 

（ものづくりビジネスセンタ

ー大阪） 

東大阪

市 

（大阪

府） 

ものづくり企業支援しての実績豊富 

エコノミック・ガーデニングの実践 

年間 100 回のカフェ方式の勉強会・研究会を実施し

ている。数多くのカフェ開催により、より多くの人材吸引

を可能にしている。 

7 神戸医療産業都市 神戸市 

テーマ（医療）を設定し、関連研究所、組織等の設置

を行い、企業誘致を積極的に進めている（現在300社

程度の進出がある）。大学の誘致にも成功している。 

震災後の復興を目的に、全く新たな産業構造の形成

を達成している。iPS 細胞研究拠点など再生医療の拠

点となっている。 

約 390ha の埋立地（2 期埋立／埠頭用地等含む）の

土地利用は、「牧港補給地区跡地利用（約 270ha）」

の参考例の一つになる可能性がある。 

8 スタートアップカフェ 沖縄市 

起業・創業支援の拠点となっている。 

地域のビジネスコミュニティの形成に貢献している。 

福岡市のスタートアップカフェが出自である。 

沖縄市からの委託で民間事業者が運営している。 
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■ワークショップ概要  

 

① 第 1 回目  [参加者 17 名] 

 

日時：平成 29 年 11 月 21 日  

場所：浦添市役所議会棟会議室  

【テーマ】  

◇課題や問題意識の抽出と情報共有  

◇課題や問題意識の整理（事務局作業）  

 

 

＜ワークショップ意見の総まとめ＞ 

◆商業者間の繋がりの形成 

◆ブランディング（イメージづくり）  

◆幅広い人の集積（地域の周遊性）  

◆中小企業誘致、ナショナルブランドの誘致  

◆景観性の重視  

◆高齢者（高齢化対策）、子ども・教育、多様性（外国人）  

◆歴史性・レトロ感、隠れた名店、現状の“資源/場所”の活用、市内ブランドの利活用 

◆道路、駐車場、公園、都市基盤の脆弱性 

◆スポーツ関連の集積、病院とスポーツが融合した産業振興、健康（多様な遊び場） 

資料－５：市民ワークショップ 
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② 第 2 回目  [参加者 12 名]  

 

日時：平成 29 年 12 月 5 日  

場所：浦添市役所 9 階講堂 

【テーマ】  

◇第 1 回目の課題整理に基づいて、検討

対象地域の選定→「屋富祖通り会」を選

定  

◇対象地域について将来像・可能性につ

いての意見交換  

◇将来像・可能性の整理（事務局作業）  

 

 

 

＜ワークショップ意見の総まとめ（屋富祖の将来像）＞  

◆現在の姿を活かす＝レトロな雰囲気を活性化資源として活かす  

◆過去の記憶の共有が活性化の第一歩になる→住民・市民参加型の写真展の開催など  

◆女性や子どもの居場所の形成  

◆昼の顔をつくる 

◆不動産の運用体制の構築（空き家対策、有効利用、場所のシェア、時間帯別利用の推進）  

◆遊休不動産を活用した音楽・演劇などのｺﾝﾃﾝﾂ産業の振興  

◆外部人材を活用した街づくり  
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浦添市産業振興ビジョン策定のための自治会アンケート 

■目的 

浦添市の産業振興ビジョン策定のための基礎情報として、市民の皆さんの御意見をお聞きします。 

「日常の浦添市・お住まいの地域の産業の課題・問題」について感じていることを教えてください。 

 

■アンケート内容 

Q1: お住まいの場所（自治会名）を記入してください。 

 

 

Q2: 浦添市の産業のイメージを記入してください。 

（例：企業の本店が多い、スーパーや飲食店が多い、など） 

 

 

Q3: お住まいの地域の産業の課題・問題 

浦添市またはお住まいの地域の産業において、日常、感じている課題や問題について、以下より

選択（複数選択可）してください。選択肢がない場合は「その他」にご記入ください。 

① 地域や地域コミュニティの活力の充実 

② 地域産業・商業について（複数選択可） 

・（農業・漁業・製造業・建設業・金融業・情報通信業・運輸業・小売業・サービス業） 

・商店街（通り会）について 

・その他（                           ）  

③ 就労機会や就労場所の増加 

④ 交通利便性の充実（公共交通機関等の充実） 

⑤ 空店舗対策の充実 

⑥ その他（                            ）                             

⑦ 浦添市・地域に課題・問題等は感じていない 

 

 

 

 

 

 

 

資料－６：自治会アンケート 

（1）アンケート内容[2017 年 9 月～11 月初旬     41 自治会対象実施]
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Q4: 上記のなかで、最も優先度が高い（関心のある）課題・問題を選択して頂き、その課題・問題の具

体的な内容について以下に記してください。 

Q4-1：最も優先度が高い課題・問題 → ① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ （番号に○印をつけてくだ

さい） 

Q4-2：課題・問題の具体的な内容（●●●がない、■■■があると良い、▲▲▲をすると良い

等） 

 

Q5: 自由意見 

上記のQ2、Q3、Q4の内容に係らず、今後の浦添市または地域の産業の在り方について、自由に

ご意見を記してください。 

 

 

 

① Q2：浦添市の産業のイメージ 

商業が多い、ホテル（宿泊施設）が

ない、法人（企業が多い）。 

続いて交通利便性が低い（悪い）、

卸業が多い、パチンコ店が多い、車

販社が多い。 

 

（２）集計結果 
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② Q3：お住まいの地域の産業の課題・問題 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ Q4-1：最も優先度が高い課題・問題 
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④ Q4-2：課題・問題の具体的な内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤ Q5：自由意見 

 

コミュニティバスの必要性、宿泊施

設の必要性が中心である。 

市内の魅力の発掘、プロモーショ

ンの強化、道路の安全・安心確

保への意見が多い。 

市内の魅力の復活、プロモーショ

ンの強化、道路の安全確保への

意見が多い。 
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① 浦添市のイメージ 

商業が多い、ホテル（宿泊施設）がない、法人（企業が多い）など、主なイメージとして挙げられてい

る。続いて交通利便性が低い（悪い）、卸業が多い、パチンコ店が多い、車販社が多い。 

 

② 居住地域の課題・問題 

地域や地域コミュニティの充実、地域産業・商業について、商店街の状態についての指摘が多いが、

全体的に回答が分散しており、特徴的な傾向はみられなかった。「課題・問題を感じていない」との回

答が約 8％強あり、背景について、さらに分析が必要ですが、産業について、全体として大きな課題と

して認識されていない可能性がある。 

 

③ 優先的な課題 

ほぼ平均的に様々な課題に突出する意見は見受けられなかったが地域コミュニティの充実につい

て意見が寄せられた。 

 

④ 優先的課題に対する具体的課題 

コミュニティバスの必要性、ホテルの必要性が中心である。交通利便性についての課題が多い。 

 

⑤ 自由意見 

市内の魅力の発掘、プロモーションの強化、道路の安全・安心確保に関する意見が多く寄せられ

た。 

 

 

市民（自治会）へのアンケートの性格上、直接的な産業振興に係る回答は少ないが、地域の課題に

ついて、特徴的な回答が少なく、分散傾向にある。 

この傾向については、産業振興の視点からは、「市内の魅力の発掘」、「プロモーションの強化」の意

見もあることから現状にほぼ満足しているため、目に見えた結果が出そうなものへ期待する市民の目

線に基づいた施策が求められると推察される。 

  

（３）分析結果 
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１．募集の目的 

浦添市では、商工業を中心に幅広い産業が創業しており、今後、第一次産業の六次産業化やモノレ

ール延伸に伴うまちづくり、西海岸開発等更なる産業振興及び環境整備を図るため、地域産業活性

化及び新たな産業活性化支援策等の方向性を策定し、本市の特殊性を活かした産業振興に寄与す

ることを目的としています。 

当該ビジョンで策定した方向性及び支援策等を活かすことで、地域産業の安定化及び活性化が地域

住民の雇用及び所得、地域力を向上させ、地域振興へと繋がることで、産業の好循環を生み出し、

市民一人ひとりが安心して健やかに暮らせる社会を実現するなど、市民生活の向上及び地域社会の

発展が期待できることを目的としていることから、本ビジョンの策定にあたり、皆様のご意見を募集する

ものです。 

 

２．意見の募集期間 

  平成３０年２月９日(金)から２月２０日(火) １７:１５まで 

 

３．意見の提出様式 

  別紙参照 

 

４．意見の提出方法 

  所定様式をご記入の上、次のいずれかの方法でご提出ください。 

  ※いずれの場合も２月２０日(火)１７:１５必着です。 

  ※匿名や電話、口頭でのご意見は受け付けできません。 

(1) 持参の場合・・・・浦添市役所 産業振興課 （市庁舎５階） 

(2) 郵送の場合・・・・〒901-2501 浦添市安波茶１丁目１番１号 産業振興課あて 

(3) ＦＡＸの場合・・・098-876-9467 産業振興課あて 

(4) メールの場合・・・sangyo@city.urasoe.lg.jp  

              (提出様式をご記入の上、送信してください) 

 

５．ビジョン素案の閲覧方法・閲覧場所 

(1) 市ホームページ ※当ページからＰＤＦファイルでダウンロード可 

(2) 産業振興課（市役所５階）8：30～17：15（土曜日・日曜日は閲覧・受付できません。) 

  

６．提出されたご意見の取扱い 

※提出されたご意見は、ビジョン策定の検討資料とさせていただきます。 

※ご意見の概要等は住所、氏名などの個人情報を除き市ホームページで公表する予定です。 

※ご意見に直接回答はいたしませんのでご了承ください。 

※いただいたご意見は目的以外に使用いたしません。 

資料－７：パブリックコメント 
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７．お問合せ先 

  浦添市 市民部経済観光局 産業振興課 

  電 話：098-876-1234(内線 3165) 

  ＦＡＸ：098-876-9467 

  E-mail：sangyo@city.urasoe.lg.jp   

 

 

 

 

 

 

 

「浦添市産業振興ビジョン策定（案）」に対するご意見と市の考え方について 

１． パブリックコメントの概要 

① 実施期間：平成３０年２月９日（金）から２月２０日（火）まで 

② 実施方法：所定様式に記入の上、郵送、FAX、電子メール、閲覧場所持参のいずれか 

③ 閲覧場所：市ホームページへの掲載、産業振興課窓口 

④ 意 見 数：閲覧場所に持参 1 件 

 

２． ご意見の内容・市の考え方 

 

■観光産業を主としていく中で、コンベンションビューロー、県、市町村の役割の明確化と効率化

（実際、ビューローのインバウンド、アウトバウンドへのアクション、PRはまだまだ弱い）、企業、ベンチ

ャー、県、市町村のビジネス或いは収入を得ていくことへの積極性と連携、税収入の効率的な活

用、それらの意見交換をする為のディスカッションの場（機会）。 

 

 

◇本産業ビジョンは、本市産業全般について記載しており、観光産業に係る具体的な役割や組

織体制等は記載しておりません。ただし、60 ページ「2-5 産業振興の方策について」の観光振興

の項目について基本方針を示しております。 

 

 

■観光サービスへの充実、手話（アメリカ手話、日本手話）通訳者、言語通訳者の人材育成、雇

用促進、外国人雇用の拡大、受入れ。沖縄県を特区とするともっと経済効果は上がり、収入も上

がり、それによって全国の経済モデルになり得る。 

 

 

◇本産業ビジョンは、本市産業全般のみならず、サービスの充実、人材育成や外国人雇用につ

いても、他産業とも同様に全体的に網羅していると考えております。 
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■AI（Artificial Intelligence） 

人間の知的営みをコンピュータに行わせるための技術のこと、または人間の知的営みを行うこ

とができるコンピュータプログラムのことで、一般に「人工知能」と和訳される。 

 

■BPO（Business Process Outsourcing） 

企業運営上の業務やビジネスプロセスを専門企業に外部委託することを指す。 

 

■CB（Community Business） 

地域が抱える課題に対し、地域資源を活かしながらビジネス的な手法によって解決しようとす

る事業。 

 

■BC（Business Community） 

ビジネスを創出するコミュニティ／実践共同体 COP（Community OF Practice）。 

 

■CEMS（Community Energy Management System） 

地域における電力の需要・供給を統合的に管理するシステム。地域全体の節電を行うスマート

グリッドの中核となる。小規模、多様な電源（供給側）と需給側を最適にコントロールするシ

ステムまたは技術。 

 

■COP（Ｃommunity Of Ｐractice／実践共同体） 

元々は教育学者（ジーン・レイヴとエティエンヌ・ウェンガー）が提唱した学習理論のなかで

のコミュニティの定義である。 

専門性を有する中心となるコミュニティ参加者（十全参加者／シンキングリーダ､コミュニティ

リーダと称される）間の相互作用によって新たなイノベーションを生み出す母体となると同時

に、徒弟的な学習・教育（人材育成／コミュニティの中核ではない周辺参加者に対して）が行

われていることを見出したもので、ビジネス・プロジェクトチームにおいても COP が見出さ

れるとされている。 

 

■DMC（Destination Management Company） 

地域に関する知識や見解、資源を有し、専門的なサービスを提供する会社。イベントや、アク

ティビティ、ツアー、輸送、ロジスティクスのプログラムのデザインや実践などを専門的に行

う組織  

 

■DMO(Destination Marketing/Management Organization) 

観光・旅行を通じて、地域社会の経済的発展を促進する、法人組織または非営利団体、地方自

治体等の組織 。 

用語説明
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国内では DMC≒DMO と認識されることが多いが、本来、全く異なるものである。 最も異な

る点は、DMC は 「入域者（観光客）視点で観光や会議・研修・報償旅行等をコーディネート

する（送客側視点） 」に対して、DMO は 「観光地側（受入れ側）の視点での活動を行って

いる（受客側視点） 」である。  

DMO は国内においては Destination Management Organization の略とされることが多い

が、本来は Destination Marketing Organization であり、「Marketing（地域の売り先を発

掘、プロモーションする）」となっていることからわかるように、受入れ側の視点での組織と考

えると理解し易い。  

ただし、活動の実態は、DMC と DMO の境界は曖昧になりつつあり、DMO が DMIC のよう

な活動をしている事例も多く見受けられ、明確な定義は難しい。  

 

■ICT（Information and Communication Technology）情報・通信技術 

情報通信技術の略称。国際的には ICT が広く使われており、日本でも ICT が併用されるように

なった。ICT は広範な意味をもつことばであり、コンピュータ関連技術、サーバー、インター

ネット、ビッグデータ、ソーシャルメディア、各種デジタルコンテンツなどの情報通信系サー

ビスやビジネス全般についてもその範囲に含める。従来用いられている。IT（Information 

Technology）は、コンピュータ関連の技術、情報通信系サービスなどに力点を置いている傾

向がある。 

 

■IoT（Internet of Things） 

あらゆる物がインターネットを通じてつながることによって実現する新たなサービス、ビジネ

スモデル、またはそれを可能とする要素技術の総称。 

 

■PCO（Professional Congress Organizer） 

会議などを専門に、運営を担う専門事業者。ＰＥＯ（Professional Exhibition Organizer）

は展示会の運営を担う専門事業者。 

 

■SB（Social Business） 

自然環境、貧困、高齢化社会、子育て支援などといったさまざまな社会的課題を市場としてと

らえ、持続可能な経済活動を通して問題解決に取り組む事業。 

 

■SC（Social Community） 

地域との繋がりベースにした非営利での活動を行っているコミュニティ、また上記の SBや CB

を担うコミュニティ。 

 

■I、J、U ターン 

I ターン現象は、地方から都市へ、または都市から地方へ移住すること。J ターン現象は、地方

から大規模な都市へ移住したあと、地方近くの中規模な都市へ移住すること。U ターン現象は、
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地方から都市へ移住したあと、再び地方へ移住すること。 

 

■VC（Venture Capital） 

主に高い成長率が期待される未上場企業に対して投資を行い、資金を投下するのと同時に経営

支援を行い、投資先企業の価値向上を図ることによって上場益の獲得を狙う、高配当を狙った

積極的な投資を行う投資会社（投資ファンド）、あるいはファンドの組成を行う会社。 

 

 

■アスレチックリハビリテーション（AR） 

けがなどで障害を負ったスポーツ選手が元の身体能力をふたたび獲得するためのリハビリテー

ション。アスリハと略してよばれることが多く、スポーツリハビリテーションともいう。競技

への復帰を目的として、治療と同時に、筋力の回復や柔軟性、神経と筋肉の働き及び協調性を

向上させるなどのトレーニングを併用する。これにより、それぞれのスポーツに特有の身体パ

フォーマンスをふたたび獲得し、同時に障害を予防するための実践的アプローチを習得させる

指導を行う。 

 

■イノベーション 

全く新しい製品やサービスを生み出すことで、技術革新と訳されることが多い。 

 

■インキュベーション 

起業や新事業の創出を支援し、その成長を促進させること。ビジネス・インキュベーション 

business incubation（BＩ）ともいう。英語で「卵が孵化する」という意味から転じて、新

規事業の立ち上げを支えながら育成するという意味の経済用語として用いられるようになった。

インキュベーションを行なう団体・組織であるインキュベータは、オフィスなど必要な施設や

環境を用意して新規事業者に貸し出し、オフィスにはインキュベーション・マネージャーを常

駐させ、専門的なアドバイスを行ないながら事業を管理、育成する。 

 

■エコノミック・ガーデニング 

 「エコノミックガーデニング」とは、地域経済を「庭」、地元の中小企業を「植物」に見立て、

地域という土壌を生かして地元の中小企業を大切に育てることにより地域経済を活性化させる

政策。 

 

■コミュニティソーシャルワーク 

コミュニティソーシャルワークとは、コミュニティに焦点をあてた社会福祉活動。地域におい

て生活上の課題を抱える個人や家族に対する個別支援と、それらの人々が暮らす生活圏の環境

整備や住民のネットワーク化といった地域支援を行う。このコミュニティソーシャルワークを

行う者が、コミュニティソーシャルワーカー（ＣＳＷ）。 
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■コラボレーション オフィス スペース 

コラボレーションとは、共同で行う作業や制作。特に、複数企業による共同開発や共同研究、

芸術家たちによる共同制作や共演などをいう。オフィスやスペースは、そのための事務所や空

間をさす。 

 

■コワーキングスペース 

互いのアイデアや情報を交換し、仕事の質を高める働き方ができる場所。呼称は 2005 年ごろ、

米サンフランシスコで誕生した。コワーキング協同組合(神戸市)によれば、CS は現在世界で 3

千カ所、日本で 200 カ所ほどあるとみられ、自営業者や会社員、学生、子育て世代が仕事を

しながら集まる場所になっているという。 

 

■サテライトオフィス 

市街地にある本社を中心に、その周辺の住宅地などに分散して設置されたオフィスのこと。 

 

■産業クラスター 

情報通信、バイオ・医薬、環境といった特定分野の企業、大学・研究機関、法律事務所、会計

事務所などのビジネスを支援する専門組織、公的機関、ベンチャー企業を育てるインキュベー

タ組織などが一定地域に集積した状態をさす。 

 

■シェアハウス 

シェアハウスとは、1 軒の住居を複数人で共有することである。ハウスシェアリングともいう。

同居人をシェアメイトという。 

 

■スタートアップカフェ 

スタートアップカフェは、創業を志す方をサポートするため、起業の準備や相談ができる空間。 

 

■スポーツリハビリテーション 

スポーツ外傷・障害のある選手が医療機関を受診し、治療を受けた後に競技復帰するまでのリ

ハビリテーション。 

 

■スマートグリッド 

ネットワークに接続されたコンピューター資源を有効利用するグリッド・コンピューティング

のように、家庭や企業などを結んだ電力網で電力を効率よく供給する次世代エネルギー供給網。 

現在の電力供給は、発電所から家庭や企業への一方向の電力供給だが、スマートグリッドでは、

双方向に電気を流せるようにして、家庭や企業が太陽光パネルなどでクリーンなエネルギーを

発電し、余った電力は不足している地域に供給できる。また、IT の技術と組合わせることで、

電力供給のバランスを調整し、真夏の消費電力を抑制したり、利用の少ない時期は、発電所で

の無駄な電力生産を抑えられるなど、CO2 の削減にも効果が期待されている。 
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■スモールビジネス 

ニュービジネスやベンチャービジネスの登場で、これまでの大企業・中堅企業・中小（零細）

企業といった規模分類だけでは優劣判定ができなくなったのに対応して、優良中小・ベンチャ

ー企業を合わせてよぶもの。 

 

■ダイバーシティ 

ダイバーシティとは、多様な人材を積極的に活用しようという考え方のこと。もとは、社会的

マイノリティの就業機会拡大を意図して使われることが多かったが、現在は性別や人種の違い

に限らず、年齢、性格、学歴、価値観などの多様性を受け入れ、広く人材を活用することで生

産性を高めようとするマネジメントについていう。企業がダイバーシティを重視する背景には、

有能な人材の発掘、斬新なアイデアの喚起、社会の多様なニーズへの対応といったねらいがあ

る。 

 

■地域コミュニティ 

地域コミュニティとは、地域住民が生活している場所、すなわち消費、生産，労働、教育、衛

生・医療、遊び、スポーツ、芸能、祭りに関わり合いながら、住民相互の交流が行われている

地域社会、あるいはそのような住民の集団。 

 

■トップアスリート 

その競技で最高水準の実力を認められている運動選手。 

 

■ビッグデータ 

インターネットの普及や、コンピューターの処理速度の向上などに伴い生成される、大容量の

デジタルデータ。 

 

■ナノテクノロジー 

原子や分子の配列をナノメートル（1mm の 100 万分の 1）スケールで操作、制御すること

で、現存する物質とは異なる構造、性質の物質を作り出す技術。国会図書館の全情報をおさめ

られる角砂糖大のメモリーの開発など、IT 分野でもその応用が期待されている。 

 

■ビジネスインキュベータ 

ビジネスインキュベータ（ＢＩ）とは、創業間もない企業等に対し、不足するリソース（低賃

料スペースやソフト支援サービス等）を提供し、その成長を促進させることを目的とした施設。

我が国には公的機関（国、地方自治体、第三セクター、商工会議所等）によって整備されたＢ

Ｉが約５００施設あり、その他にもＮＰＯ、民間事業者等によって整備・運営されている施設

がある。 
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■ボトムアップ 

下からの意見を吸い上げて全体をまとめていく管理方式で、企業経営などでは下位から上位へ

の発議で意思決定がなされる管理方式のこと。 

 

■ミッシング・ピース 

パズルを完成したときに足りないピースのこと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

浦添市産業振興ビジョン 

浦添市 市民部経済観光局 産業振興課 

〒901-2501 沖縄県浦添市安波茶 1-1-1 

TEL(098)876-1234(代表)  FAX(098)876-9467 

http://www.city.urasoe.lg.jp/ 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


